
平成 23 年度第 3回恵那市行財政改革審議会議次第 
 

 

                       日 時：平成 24 年 3 月 28 日(水) 

                           午後 1時 00 分から 

                       場 所：市役所会議棟大会議室 

１ 会長あいさつ 

 

 

２ 市長あいさつ 

 

 

３ 会議の公開、会議録の公表について（確認） 

 

 

４ 議題 

   

  ①第 2次行財政改革行動計画変更点の確認について<Ｐ 1～4>  資料 1  

 

 

  ②長期財政計画《平成 23 年度改訂》について<Ｐ 5～9>  資料 2  

 

 

  ③長期財政計画の提言に対する対応について<Ｐ 10>  資料 3  

 

 

５ 報告事項 

  ①平成 24 年恵那市施政方針と当初予算の概要について 

  平成 24 年恵那市施政方針<別冊>   

  平成 24 年度恵那市当初予算案の概要<別冊>  

 

  ②全国市区の経営革新度調査結果について<Ｐ 11～12> 資料 4  

 

 

６ 市長あいさつ 

      

 

７ その他 
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                         第２次恵那市行財政改革行動計画  

 

行動計画の基本目標 
 
 行財政改革を実際の行動として実行していくに当たり、最も基本的な目標と

して、五つの柱ごとの基本目標をここで示します。これらの目標は、改革項目

を総合的に実施することにより達成されるものであり、行財政改革全体のけん

引車となるものです。平成 27 年度末の最終目標値と、計画期間の各年度末の目

標値を示します。 
 

１．法令遵 守
じゅんしゅ

の推進により信頼される市政の確立 
 

  市政は市民の厳粛な信託によるものであり、市職員は自らの行動が公務に 

 対する市民の信頼に影響を及ぼすことを認識し、職務に全力を挙げ、常に自 

 らを厳しく律する必要があります。また、事故や不祥事を未然に防止すため 

 に風通しのよい職場風土づくりや適正な業務と的確なチェックが行われる組 

 織体制の確立が求められます。 

  このため、市職員一人一人が全体の奉仕者であることを自覚し、法令など 

 を遵守するとともに、公正な職務を執行するための規範となる法令遵守の推 

 進等に関する条例の制定や法令遵守ハンドブックの作成、法令遵守に関する 

 職員研修会等の具体的な取り組みを行い、法令遵守の推進を図ります。 
 

【実施時期】 

説  明 数値目標 H23 H24 H25 H26 H27

恵那市法令遵守の推進等に関する

条例の制定、職員向け研修会、職

員意識調査の実施 

― 
条例の制定

 

職員研修・職

員意識調査 
→ → → 

 

 実行責任部課等名 総務部総務課 

 実行関係部課等名 すべての部署 
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【１】 

目標管理による経営                           
【取り組みの概要】 

職場風土改革を進めるためには、各部、各課の長の改革へ向けた強いリーダーシップが大 

切です。部や課など組織の長が、それぞれの部課の使命や、市民サービス遂行上の特性を 

踏まえた組織目標を設定し、目標による管理を行うとともに、目標を達成するために各個 

人の目標を「目標管理シート」で設定し、進行管理を行います。 

組織目標については、年度末に自己評価を行い、評価結果を市公式ウェブサイトや情報公 

開コーナー、恵那市の経営で公表します。また、組織目標の達成状況については、Ａ：目 

標を大きく上回る実績、Ｂ：目標をやや上回る実績、Ｃ：目標どおりの実績の 3 つの合計 

で 95％以上を目指します。 
 

説  明 H21 H23 H24 H25 H26 H27 

組織目標の達成状況

が、５段階でＣ以上 
91.5％

95.0％

以上
→ → → → 

 

 実行責任部課等名 企画部企画課 

 実行関係部課等名 すべての部署 
 
【2】 

職員の自発的な勉強会や自己研修の奨励 
【取り組みの概要】 

引き続き、職員研修計画に「自主的な研修」の項目を設け、通信教育や他自治体の調査な

どの自発的な研修を奨励します。それぞれの職場が企画する学習会の開催や、部課長など

のリーダーシップによる自発的研修の実施を奨励し、助成制度などにより実施を促します。
 

【実施時期】 

説  明 数値目標 H23 H24 H25 H26 H27 

各職場で年に１テーマ以上、

自主勉強会を実施 
― 実施 → → → → 

 

 実行責任部課等名 総務部総務課 
 
【3】 

職員提案制度の改善 
【取り組みの概要】 

職員の業務改善に対する意欲を喚起するために、平成 23 年度に職員提案制度の見直しを行

い、年間の提案件数 300 件、取り組み件数 15 件を目標に取り組みます。 
 

【実施時期】 

説  明 数値目標 H23 H24 H25 H26 H27 

職員提案制度の見直し

と実施 
①提案件数 

②取組件数 

制度の見直し 

①300 

② 15 

 

①300 

② 15 

 

①300 

② 15 

 

①300 

② 15 

 

①300 

② 15 
 

 実行責任部課等名 総務部総務課 
 
 

１．職場風土改革と意識改革 
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に
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が
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情

勢
の

変
化

等
に

よ
る

数
値

の
変

動
を

踏
ま

え
、

毎
年

決
算

後
に

推
計

値
の

見
直

し
を

行
い

、
公

表
し

て
い

き
ま

す
。
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（
２

）
歳

出
項

　
　

目
内

　
　

　
容

人
件

費
定

員
適

正
化

計
画

の
基

本
方

針
に

基
づ

き
推

計
し

て
い

ま
す

。
扶

助
費

扶
助

費
に

つ
い

て
は

、
現

状
の

制
度

が
続

く
こ

と
を

前
提

に
、

1
4
歳

以
下

人
口

、
6
5
歳

以
上

人
口

の
推

計
の

伸
び

率
を

も
と

に
推

計
し

て
い

ま
す

。
な

お
こ

ど
も

手
当

て
は

、
現

時
点

に
お

け
る

制
度

に
よ

り
推

計
し

て
い

ま
す

。

公
債

費
発

行
済

の
元

利
償

還
金

の
推

移
に

加
え

、
今

後
の

借
入

見
込

額
の

元
利

償
還

金
を

見
込

ん
で

推
計

し
て

い
ま

す
。

物
件

費
事

務
事

業
の

見
直

し
な

ど
に

よ
り

、
毎

年
2
.
5
％

減
を

見
込

ん
で

推
計

し
て

い
ま

す
。

維
持

補
修

費
施

設
の

統
合

に
よ

る
削

減
分

と
施

設
維

持
経

費
の

増
加

分
を

見
込

ん
で

推
計

し
て

い
ま

す
。

補
助

費
等

過
去

の
実

績
、

補
助

金
適

正
化

の
反

映
と

と
も

に
、

企
業

会
計

へ
の

負
担

分
を

見
込

ん
で

推
計

し
て

い
ま

す
。

繰
出

金
特

別
会

計
の

経
費

推
移

を
反

映
し

、
推

計
し

て
い

ま
す

。
積

立
金

過
去

の
実

績
に

加
え

、
病

院
再

整
備

の
た

め
の

積
み

立
て

を
反

映
し

て
い

ま
す

。
投

資
お

よ
び

出
資

金
、

貸
付

金
過

去
の

実
績

と
と

も
に

、
今

後
の

企
業

会
計

へ
の

負
担

分
を

見
込

ん
で

推
計

し
て

い
ま

す
。

ま
た

、
病

院
の

再
整

備
に

か
か

る
病

院
事

業
会

計
へ

の
出

資
金

と
、

病
院

事
業

債
償

還
金

に
対

す
る

繰
出

し
基

準
に

基
づ

く
毎

年
度

の
出

資
金

を
見

込
ん

で
い

ま
す

。
投

資
的

経
費

全
体

の
歳

入
歳

出
の

中
、

総
合

計
画

事
業

に
必

要
な

金
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

（
３

）
め

ざ
そ

う
値

項
　

　
目

内
　

　
　

容
予

算
規

模
標

準
財

政
規

模
が

減
少

し
な

い
、

ま
た

、
合

併
特

例
債

の
発

行
期

限
ま

で
は

必
要

な
投

資
を

行
う

方
針

に
基

づ
い

て
い

ま
す

。
ま

た
、

こ
ど

も
手

当
て

の
創

設
な

ど
も

あ
り

、
前

期
計

画
の

目
標

値
を

修
正

し
ま

し
た

。

市
債

の
残

高
（

普
通

会
計

）
合

併
特

例
債

の
発

行
期

限
ま

で
は

必
要

な
投

資
を

行
う

こ
と

と
し

て
ま

す
。

市
債

の
残

高
は

投
資

的
経

費
の

減
少

と
と

も
に

減
少

し
て

い
く

見
込

み
で

す
。

実
質

公
債

費
比

率
現

在
の

市
債

償
還

額
に

対
す

る
交

付
税

措
置

額
の

割
合

が
そ

の
ま

ま
続

く
と

仮
定

し
て

推
計

し
て

い
ま

す
。

人
口

減
少

や
、

平
成

2
7
年

度
か

ら
の

普
通

交
付

税
の

算
定

の
特

例
が

段
階

的
に

減
少

す
る

影
響

で
、

指
標

の
計

算
式

の
分

母
に

含
ま

れ
る

標
準

財
政

規
模

が
減

少
し

て
い

く
の

に
伴

い
、

比
率

は
上

昇
し

て
い

く
見

込
み

で
す

。

経
常

収
支

比
率

平
成

2
2
年

度
決

算
に

お
け

る
経

常
経

費
充

当
一

般
財

源
、

経
常

一
般

財
源

の
歳

入
歳

出
に

対
す

る
割

合
を

用
い

て
、

毎
年

の
金

額
を

算
出

し
推

計
し

ま
し

た
。

普
通

交
付

税
の

算
定

の
特

例
が

段
階

的
に

減
少

し
始

め
る

平
成

2
7

年
度

か
ら

、
年

々
比

率
が

上
昇

し
て

い
く

見
込

み
で

す
。
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※
平

成
2
3
年

度
の

地
方

財
政

制
度

を
基

本
に

推
計

し
て

い
ま

す
。

今
後

国
の

制
度

改
正

や
経

済
情

勢
の

変
化

等
に

よ
り

、
毎

年
見

直
し

を
行

い
公

表
し

て
い

き
ま

す
。 （
単

位
：
人

）

年
　

　
度

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
3
2

H
3
2
-
H

2
0

推
計

人
口

（
国

勢
調

査
）

5
4
,5

0
0

5
4
,0

0
0

5
3
,6

0
0

5
3
,1

0
0

5
2
,6

0
0

5
2
,1

0
0

5
1
,6

0
0

5
1
,1

0
0

4
8
,2

0
0

△
 6

,3
0
0

伸
び

率
△

0
.7

3
%

△
0
.9

2
%

△
0
.7

4
%

△
0
.9

3
%

△
0
.9

4
%

△
0
.9

5
%

△
0
.9

6
%

△
0
.9

7
%

△
1
.0

3
%

―

（
決

算
）

（
見

込
・
推

計
）

（
単

位
：
百

万
円

）

年
　

　
度

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
3
2

H
3
2
-
H

2
0

市
税

7
,4

2
4

7
,1

4
6

6
,9

5
7

6
,7

9
0

6
,6

1
9

6
,6

6
7

6
,7

1
9

6
,5

4
4

6
,5

5
4

△
 8

7
0

地
方

譲
与

税
等

1
,3

3
9

1
,2

3
9

1
,2

3
0

1
,2

3
0

1
,2

3
0

1
,2

3
0

1
,2

3
0

1
,2

3
0

1
,2

3
0

△
 1

0
9

地
方

交
付

税
9
,0

8
2

9
,5

5
9

1
0
,1

3
2

1
0
,1

6
8

1
0
,0

2
7

1
0
,0

4
4

9
,9

8
8

9
,7

7
0

6
,7

3
5

△
 2

,3
4
7

地
方

特
例

交
付

金
臨

時
財

政
対

策
債

等
8
1
1

1
,2

2
4

1
,9

2
9

1
,4

2
1

1
,4

2
1

1
,4

2
1

1
,4

2
1

1
,3

7
8

9
9
4

1
8
3

分
担

金
・
負

担
金

3
2
0

3
1
2

3
1
8

3
1
7

3
1
7

3
1
7

3
1
7

3
1
7

3
1
8

△
 2

使
用

料
・
手

数
料

4
6
7

4
4
6

4
3
9

4
3
9

4
3
9

4
3
9

4
3
9

4
3
9

4
3
9

△
 2

8

国
支

出
金

1
,3

8
3

4
,0

6
5

2
,9

7
7

2
,6

4
5

2
,3

7
9

2
,1

2
6

1
,9

8
5

2
,0

9
1

1
,4

2
3

4
0

県
支

出
金

2
,1

3
6

2
,0

7
6

1
,8

5
8

1
,5

3
1

1
,5

1
9

1
,4

8
1

1
,4

7
7

1
,4

8
5

1
,3

6
4

△
 7

7
2

財
産

収
入

・
寄

附
金

2
8
6

1
3
7

2
1
3

1
3
7

1
3
7

1
3
7

1
3
7

1
3
7

1
3
7

△
 1

4
9

繰
入

金
7
3
7

2
1
6

1
8
3

7
4

1
1
9

1
1
8

5
2
3

1
,9

3
3

5
7
3

△
 1

6
4

繰
越

金
1
,3

8
2

1
,4

0
2

1
,8

8
2

1
,8

3
5

1
,0

8
4

1
,1

7
2

1
,1

7
8

1
,2

4
7

8
2
9

△
 5

5
3

諸
収

入
6
8
4

8
0
0

7
5
3

7
5
3

7
5
3

7
5
3

7
5
3

7
5
3

7
5
3

6
9

地
方

債
(臨

財
債

等
除

く
)

2
,6

2
2

2
,2

6
7

1
,9

1
7

1
,8

2
5

2
,5

3
5

2
,1

2
6

2
,1

4
2

2
,2

9
5

7
0
0

△
 1

,9
2
2

合
　

　
計

2
8
,6

7
3

3
0
,8

9
0

3
0
,7

8
5

2
9
,1

6
4

2
8
,5

7
7

2
8
,0

3
2

2
8
,3

0
7

2
9
,6

2
0

2
2
,0

4
7

△
 6

,6
2
4

伸
び

率
1
.1

8
%

7
.7

3
%

△
0
.3

4
%

△
5
.2

7
%

△
2
.0

1
%

△
1
.9

1
%

0
.9

8
%

4
.6

4
%

△
0
.8

0
%

―

市
民

一
人

当
た

り
（
円

／
人

）
5
2
6
,1

1
0

5
7
2
,0

3
7

5
7
4
,3

4
7

5
4
9
,2

2
8

5
4
3
,2

8
9

5
3
8
,0

4
2

5
4
8
,5

8
5

5
7
9
,6

4
8

4
5
7
,4

0
7

△
 6

8
,7

0
3

参
考

：
標

準
財

政
規

模
1
7
,0

9
5

1
7
,5

6
0

1
8
,7

8
1

1
8
,4

0
9

1
8
,1

0
7

1
8
,1

8
5

1
8
,1

9
1

1
7
,7

6
7

1
4
,4

2
4

△
 2

,6
7
1

※
標

準
財

政
規

模
：
市

税
＋

譲
与

税
等

＋
地

方
特

例
交

付
金

＋
普

通
交

付
税

 +
臨

財
債

歳
　

　
入

長
期

財
政

計
画
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（
決

算
）

（
見

込
・
推

計
）

（
単

位
：
百

万
円

）

年
　

　
度

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
3
2

H
3
2
-
H

2
0

義
務

的
経

費
1
1
,3

9
2

1
1
,1

2
9

1
2
,1

1
0

1
1
,6

2
0

1
1
,5

0
4

1
1
,5

6
7

1
1
,5

2
7

1
1
,4

6
7

1
0
,6

7
4

△
 7

1
8

　
　

人
件

費
5
,1

2
3

4
,8

3
9

4
,6

2
4

4
,5

4
2

4
,5

4
2

4
,5

4
2

4
,5

4
2

4
,5

4
2

4
,1

9
8

△
 9

2
5

　
　

扶
助

費
2
,0

7
3

2
,2

0
5

2
,9

2
5

3
,0

7
0

2
,8

0
7

2
,7

8
7

2
,7

6
1

2
,7

4
0

2
,5

7
3

5
0
0

　
　

公
債

費
4
,1

9
5

4
,0

8
6

4
,5

6
1

4
,0

0
8

4
,1

5
5

4
,2

3
8

4
,2

2
4

4
,1

8
5

3
,9

0
2

△
 2

9
3

そ
の

他
経

費
1
0
,7

2
6

1
1
,4

9
2

1
1
,4

5
4

1
0
,7

8
1

1
0
,3

1
1

1
0
,8

1
6

1
1
,6

2
2

1
2
,4

9
8

8
,5

2
7

△
 2

,1
9
9

　
　

物
件

費
3
,8

9
5

3
,9

3
4

3
,8

2
4

3
,7

2
7

3
,6

3
5

3
,5

4
4

3
,4

5
5

3
,4

9
0

3
,0

7
5

△
 8

2
0

　
　

維
持

補
修

費
5
3
5

2
2
7

2
4
0

2
5
0

2
6
0

2
7
1

2
8
1

2
9
3

3
5
5

△
 1

8
0

　
　

補
助

費
等

2
,0

9
3

3
,3

0
9

2
,0

1
3

2
,1

6
9

2
,1

5
6

2
,1

6
2

2
,1

3
9

2
,1

2
4

2
,0

3
6

△
 5

7
　

　
繰

出
金

3
,1

6
0

2
,9

6
8

2
,7

3
7

2
,8

1
2

2
,8

4
8

2
,9

2
4

2
,7

9
3

2
,7

7
7

2
,7

4
2

△
 4

1
8

　
　

積
立

金
4
9
9

7
5
9

2
,3

0
7

1
,5

6
5

1
,1

4
5

1
,5

4
9

1
,7

7
1

9
7
0

3
7

△
 4

6
2

　
　

投
資

及
び

出
資

・
貸

付
金

5
4
5

2
9
6

3
3
3

2
5
7

2
6
8

3
6
7

1
,1

8
5

2
,8

4
6

2
8
2

△
 2

6
3

消
費

的
経

費
2
2
,1

1
8

2
2
,6

2
1

2
3
,5

6
4

2
2
,4

0
0

2
1
,8

1
5

2
2
,3

8
4

2
3
,1

4
9

2
3
,9

6
6

1
9
,2

0
1

△
 2

,9
1
7

投
資

的
経

費
5
,1

5
3

6
,3

8
7

5
,3

8
6

5
,6

8
0

5
,5

9
0

4
,4

7
0

3
,9

1
0

4
,5

9
0

2
,0

0
0

△
 3

,1
5
3

合
　

　
計

2
7
,2

7
1

2
9
,0

0
8

2
8
,9

5
0

2
8
,0

8
0

2
7
,4

0
5

2
6
,8

5
4

2
7
,0

5
9

2
8
,5

5
6

2
1
,2

0
1

△
 6

,0
7
0

伸
び

率
1
.1

6
%

6
.3

7
%

6
.1

6
%

△
3
.0

0
%

△
5
.3

4
%

△
4
.3

7
%

△
1
.2

6
%

6
.3

4
%

△
3
.8

0
%

―

市
民

一
人

当
た

り
（
円

／
人

）
5
0
0
,3

8
5

5
3
7
,1

8
5

5
4
0
,1

1
2

5
2
8
,8

1
4

5
2
1
,0

0
8

5
1
5
,4

3
2

5
2
4
,3

9
9

5
5
8
,8

2
6

4
3
9
,8

5
5

△
 6

0
,5

3
0

歳
入

歳
出

差
引

1
,4

0
2

1
,8

8
2

1
,8

3
5

1
,0

8
4

1
,1

7
2

1
,1

7
8

1
,2

4
8

1
,0

6
4

8
4
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平成23年度行財政改革審議会からの提言に対する対応について

目標 施策名 サブ施策名 部会からの提言 担当課名 対応状況等

市や商工会議所、地元の企業が今まで以上に協力して、
若者の地元就職・定住を進める必要がある。

商工観光課
恵那市では、恵那商工会議所、恵那市恵南商工会、ハローワーク恵那、市内高等学校などの構成
により恵那市雇用対策協議会を組織しています。今後は今まで以上に連携を密にして効果的な事
業に取り組みます。

財源確保の視点で企業誘致活動をさらに進めていく必要
があるが、併せて地元企業に対する支援も必要である。

商工観光課
恵那市企業等立地促進条例により誘致企業だけでなく、市内企業の再投資についても助成制度を
設けています。今後より一層のＰＲに努めます。

都市計画税のあり方について、財源確保と税の負担の公
平性の2つの観点から検討すべきである。

税務課
都市計画区域内における都市計画事業の推進状況および税の性質などを考慮して適正課税への方
策を検討します。

財産区の財産を市の財源として検討していく必要があ
る。

まちづくり推進
課

地方自治法による規定があり、財産区は特別地方公共団体として、財産の処分に当たっては、そ
れぞれの議会などの議決が必要となります。また、財産の処分は財産区住民の福祉増進のために
行われるものとされ、恵那市としての財源活用はできないことになっています。

今後の地方交付税について、面積など地域特性を訴える
要望をしてほしい。

財務課

交付税の算定においては、従来の個別算定を縮小し、人口・面積を基礎として簡素な算定を行う
包括算定経費が導入されています。また自治体の自然的・社会的条件などの行政経費の差を反映
させるため、補正係数による算定も行われていますが、三位一体改革により縮減され、補正係数
全体としては縮小傾向にあります。最近は、地域再生対策費や地域活性化雇用対策費など、国の
政策実現に合わせて別枠加算される経費が計上されていますが、標準的な行政実現としての交付
税機能の低下を指摘する意見もあります。別枠による交付税総額確保よりも、単位費用と補正係
数の組み合わせによる本来の交付税制度の充実に向け取り組みたいと考えます。

人口減少対策などの政策を行う上で部や課を乗り越えて
横の連携を深めた取り組みを果敢に挑戦してほしい。

企画課
副市長をトップとし、関係課長等21名で構成する「恵那市ふるさと活力推進本部」が平成22年度
春に設置されています。この組織を中心として人口減少対策に横断的に取り組んでいきます。

収納率の向上と事務の効率化を図るため、市内の事業所
に対してエルタックスによる電子申告をＰＲしてほし
い。

税務課

市のホ－ペ－ジ上に（社）地方電子化協議会が運営する「eLTAX（エルタックス）」による電子
申告の案内を掲載しています。また、法人・企業などへの納税通知書発送時にチラシなどを同封
し、普及・ＰＲに努めます。

長期財政計画では公債費の割合が年々増加していくた
め、投資的経費などを極力抑え、公債費の縮減をしてい
くことが必要である。

財務課

長期財政計画では、公債費は平成28年、地方債残高は平成26年をピークと推計していますが、同
時に財源が減少するにつれ財政負担は増加するものと見込んでいます。ご指摘のとおり、投資的
経費の圧縮や経常経費の縮減を重要課題として取り組んでいきます。

協働による市民
サービスの充実

①協働による市民サービスの
充実
②職員の意識改革・資質向上

地域との協働を進めていくためには、自治区条例の中身
をしっかり理解する必要があるが、行政の職員も住民も
しっかり理解していない。このため、行政も市民も自治
区条例の中身をしっかり勉強する必要がある。

まちづくり推進
課
総務課

地域自治区条例が設定されて8年目を迎えていますが、自治区条例の中身まで理解がされてない
ため、地域自治区地域協議会連絡会議の中でも議題として挙がっており、今後は協議会委員およ
び職員に対して勉強会や研修会を実施する予定です。

財政に関する市民
の関心を高める

①市民との財政情報の共有
②財政計画の見直しと公表

総合計画書や恵那市の経営は、市の施策や市の財政状況
が分かりやすくなっていますので、もっと多くの市民に
読んでもらえるように市民へのアピールや説明する機会
を増やす必要がある。

企画課

・総合計画や行財政改革など市の重要施策については、総合計画書（概要版）の全戸配布や広報
えなの特集記事掲載などにより市民の皆さんへの情報提供に努めています。
・今後の対応としては、広報紙や市ウェブサイトなどでこれまで以上に分かりやすい情報の提供
に努めることや出前講座などで説明する機会を増やしていきたいと考えています。

長
期
財
政
計
画
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

歳出の抑制・削
減と効率化

①人件費・職員定数の適
正化
②公共施設の統廃合、管
理運営費の削減等
③その他の行財政改革の
推進

歳入の維持・確
保

①人口減少対策の推進
②財源の確保
③有利な地方債の活用

資料３
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「全国市区の経営革新度（旧行政革新度）」調査結果について 

 
 日本経済新聞社が平成 23 年 10 月に実施しました「第 1 回経営革新度調査」の結果を

下記のとおりお知らせします。この調査は、本市の行財政改革の進捗状況が全国市区の

中でどの位置にあるのか、また今後の課題がどこにあるのかを捉えることができます。 
 

◇調査の概要 

第 1 回経営革新度調査は、平成 10 年からほぼ隔年で実施されてきた「行政革新度調査」

をベースにリニューアルされたもので、日本経済新聞社が平成 23 年 10 月に全国 786 市

と東京 23 区（計 809 市区）を対象に行い、684 市と 23 区（計 707 市区）から回答を得

た結果で、行政運営の革新度を透明度、効率化・活性化度、市民参加度、利便度の 4 つ

の要素で集計した得点を偏差値にしてランキング化したものである。 
 
 ●経営革新度調査項目の要素（77 項目） 

① 情報公開など行政運営の透明性を測定する「透明度」 
② 行政評価や業務のアウトソーシング（外部委託）、職員提案制度などの実施状況を

みる「効率化・活性化度」 
③ 市民が地域づくりに参画できる体制を探る「住民参加度」 
④ 窓口・公共サービスの利便性を測る「利便度」 

 
 
◇総合評価の結果（本市の全国順位） 

 
  
       
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※平成 20 年度まで実施された行政革新度調査では「行政革新度」と「行政サービス度」

の 2 つで順位が公表されていたが、今回の調査では「経営革新度（総合評価）」として公

表されている。 
 
 
 
 

●行政革新度 
平成 16 年度 529 位（680 市区中）

平成 18 年度 439 位（763 市区中）

平成 20 年度 307 位（750 市区中）

経営革新度 

平成 23 年度 312 位（707 市区中）

 
●行政サービス度（H20 年度まで） 
 平成 16 年度 641 位（683 市区中）

 平成 18 年度 485 位（764 市区中）

 平成 20 年度 403 位（743 市区中）

307位
439位

529位

641位
485位

403位

312位

位
100位
200位
300位

400位
500位
600位
700位

16年度 18年度 20年度 23年度

行政革新度 行政サービス度 経営革新度

18年度 20年度16年度 23年度
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H23 H20

市民参加度 

● 県内各市の状況 
順位 市名 全国順位  順位 市名 全国順位 順位 市名 全国順位 

1 岐阜市 16  8 羽島市 344 15 関市 531

2 大垣市 33  9 土岐市 409 16 本巣市 541

3 高山市 116  9 中津川市 409 17 下呂市 571

4 多治見市 125  11 海津市 423 18 美濃市 625

5 美濃加茂市 186  12 瑞浪市 432 19 飛騨市 627

6 可児市 240  13 各務原市 469 20 瑞穂市 660

7 恵那市 312  14 郡上市 520 21 山県市 672

 

◇評価結果の概要 

本調査は、AAA から Cまでの 9段階で評価

を行っているが、総合評価結果は BB で前

回と同じ結果になった。4つの要素では、

透明度が CCC から BBB となり、3ポイント

向上。効率化・活性化度が BBB から Bへ 2

ポイント低下。市民参加度が B から B で

前回と同じ。利便度が BB から Bへ 1ポイ

ント低下した結果となった。 

 

 

 

◇今後の課題（評価を上げるための主なポイント） 

 <透明度> 

・外郭団体の情報公開、議会議事録（本会議以外）の公開、指定管理者選定までのプロセ 

 ス・結果の公開、オンブズマン制度 

 <効率化・活性化度> 

・行政評価結果を組織改正、人事改革、予算への反映、事業別・施設別の財務諸表の作成、 

 財務諸表の数値分析結果を翌年度予算へ反映、可燃ごみ収集の民間委託、指定管理者制 

 度の公募割合、職員人事の庁内公募制度 

 <市民参加度> 

・審議会・委員会への公募委員比率の向上や無作為抽出市民の起用、ＮＰＯ等支援条例・ 

 自治基本条例の制定、ホームページに掲載された情報に対して評価や意見が言える仕組 

 み、フェイスブックやツイッターを活用した情報提供 

 <利便度> 

・ワンストップサービス、フロアマネージャーの配置、自動交付機の設置、コンビニ納 

 付、電子予約システムの導入 

 

調査結果の詳細は「日経グローカル№186（12/19 号）」に掲載されています。 
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